
議案第３２号 

  北九州市文化財保護審議会の設置根拠の見直しを求める請願について 

 令和６年１０月２４日提出 

                      北九州市教育委員会 

                       教育長 田島 裕美 

 

提案理由 北九州市教育委員会会議規則第１４条第１項に基づき提出された請

願書について、この議案を提出する。 
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文化財保護法 

 

（地方文化財保護審議会） 

第百九十条 都道府県及び市町村（いずれも特定地方公共団体であるものを除く。）

の教育委員会に、条例の定めるところにより、文化財に関して優れた識見を有する

者により構成される地方文化財保護審議会を置くことができる。 

２ 特定地方公共団体に、条例の定めるところにより、地方文化財保護審議会を置く

ものとする。 

３ 地方文化財保護審議会は、都道府県又は市町村の教育委員会の諮問に応じて、文

化財の保存及び活用に関する重要事項について調査審議し、並びにこれらの事項に

関して当該都道府県又は市町村の教育委員会に建議する。 

４ 地方文化財保護審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。 
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地方自治法 

 

 （条例の制定又は改廃の請求とその処置） 

第七十四条 普通地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有する者（以下この編

において「選挙権を有する者」という。）は、政令で定めるところにより、その総

数の五十分の一以上の者の連署をもつて、その代表者から、普通地方公共団体の長

に対し、条例（地方税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴収に関する

ものを除く。）の制定又は改廃の請求をすることができる。 

② 前項の請求があつたときは、当該普通地方公共団体の長は、直ちに請求の要旨

を公表しなければならない。 

③ 普通地方公共団体の長は、第一項の請求を受理した日から二十日以内に議会を

招集し、意見を付けてこれを議会に付議し、その結果を同項の代表者（以下この

条において「代表者」という。）に通知するとともに、これを公表しなければなら

ない。 

④ 議会は、前項の規定により付議された事件の審議を行うに当たつては、政令で

定めるところにより、代表者に意見を述べる機会を与えなければならない。 

⑤ 第一項の選挙権を有する者とは、公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）第二

十二条第一項又は第三項の規定による選挙人名簿の登録が行われた日において

選挙人名簿に登録されている者とし、その総数の五十分の一の数は、当該普通地

方公共団体の選挙管理委員会において、その登録が行われた日後直ちに告示しな

ければならない。      （以下、略） 

 

 

（委員会・委員及び附属機関の設置） 

第百三十八条の四 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長

の外、法律の定めるところにより、委員会又は委員を置く。 

（略） 

③ 普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機

関として自治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問

又は調査のための機関を置くことができる。ただし、政令で定める執行機関につ

いては、この限りでない。 
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北九州市文化財保護審議会規則 

 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、付属機関の設置に関する条例（昭和３８年北九州市条例第９

７号）第３条の規定に基づき、北九州市文化財保護審議会（以下「審議会」とい

う。）の所掌事務、組織及び委員その他の構成員並びにその運営について必要な事

項を定めるものとする。 

 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、北九州市の文化財について、教育委員会の諮問に応じ、調査審

議し、答申する。 

 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験のある者のうちから教育委員会が委嘱する。 

３ 審議会に特別の事項を調査するため、専門調査員を置くことができる。専門調

査員は、教育委員会が委嘱する。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

２ 委員は、再任することができる。 

３ 専門調査員の任期は、特別の事項の調査が終了する時までとする。 

 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

（専門調査員） 

第６条 専門調査員は、審議会が特別に調査審議する事項について、資料の収集及

び専門的調査を行う。 

 

（招集） 

第７条 審議会は、必要に応じて、会長が招集する。 

 

（定足数及び表決） 
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第８条 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができな

い。 

２ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決すると

ころによる。 

 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は、都市ブランド創造局総務文化部文化企画課において処理

する。 

 

（委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、別

に会長が定める。 

 

 

 

付 則 

この規則は、昭和３９年４月１日から施行する。 

付 則（昭和４３年６月１日教委規則第２１号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和５１年４月１日教委規則第５号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の北九州市文化財保護審議会規則（以下「改正後の規則」という。）第３

条第２項の規定によりこの規則の施行の日以後最初に委嘱された委員の任期は、

改正後の規則第４条本文の規定にかかわらず、昭和５１年７月３１日までとす

る。 

付 則（昭和５５年８月１日教委規則第１１号） 

この規則は、昭和５５年８月１日から施行する。 

付 則（平成２年３月３０日教委規則第３号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

付 則（平成１５年１０月３０日教委規則第２８号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１５年１１月１日から施行する。 

付 則（平成２４年３月３０日教委規則第３号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

付 則（平成２７年３月３１日教委規則第１０号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

付 則（令和６年３月２９日教委規則第３号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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